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化を引起こしているとの報告
けもあるが,農 業水利コン

クリー ト構造物の劣化の実態はどのようであろうか。

1999年に行われた全国的な調査によれば,以 下のとお

りである27)。

① ジ ャンカ・変色による外観変状,ひ び割れ,剥

離,さ び汁,鋼 材露出の 5項 目についての目視によ

る変状調査によると,各 変状率,廷 べ変状率ともに

竣工年代が古いほど高い。その2次曲線回帰分析に

よる相関係数は0.98と極めて高く逓増している。

② 設 計基準強度とかぶり最小値が規定された 1978

年以降に竣工した構造物のコア圧縮強度,か ぶり測

定値の分布範囲は狭く,コ ンクリ
ートの密実性やか

ぶりの不足に起因する中性化による劣化事例は少な

い―また,中 性化深さの進行程度は,従 来の予測式

の範囲内である。

③ 塩 害としての 「海砂問題」は,1986年の塩分総

量規制以前の問題である。規制以降に竣工した構造

物の表面から4～6cmの 位置の塩化物イオン濃度

は規制値以下であり,鉄 筋の腐食が始まるとされる

目安値以下である。

④ ア ルカリ骨材反応対策が制定された 1986年以降

の構造物については,そ の懸念はなく,劣 化事例は

1件 も認められない。

すなわち,特 定の年代に竣工した構造物が早期に劣化

するといった傾向は見られない。また,変 状率と竣工年

代の相関関係については,そ の原因が経年劣化によるも

のか,各 種の対策の効果を示すものかは明らかではない

が,中 性化,塩 害,ア ルカリ骨材反応に対する対策の効

果は着実に現れていると判断される。

HI.コ ンクリー ト構造物の補強 ・補修の実態

コンクリートダムについては,下 流断面増による嵩上

ェ.は じ め に

これまでに営々として蓄積されてきたダム,頭 首工,

用排水路,調 整池,用 排水機場などの農業水利施設の資

産価値は,30兆 円に及ぶともいわれている。しかし,

建設後の時間経過とともにこれらの施設は徐々に老朽化

が進行しており,少 子高齢化による次世代の高負担が懸

念される中で,如 何に適切に管理保全し機能を保持して

いくかは,社 会的課題である。

農業水利施設の多くはコンクリ
ー ト構造物であり,本

材料施工研究剤;会においてもコンクリ
ー ト構造物の維持

管理1再の検討に取組んでいるい また,長 束 らは,旧 3

省f建設省 ・運輸省 ・農水省」が設置した土木コンクリ
ー

ト構造物両す久性検討委員会の活動の中で行った全国的な

実態調査結果に基づき,農 業用施設コンクリ
ー ト構造物

の劣化に関する現状を分析 している
2)を青山は,国 営お

よび道府県営事業で機能回復
・増強工事が実施されたコ

ンクリー トダムを含む既設ダムの代表例を調べ,そ の機

能回復更新技術を論じている
)。野中は、農業水利ヨン

クリー ト施設の劣化機構を整理し,老 朽化診断や補修
・

補強のあり方を論 じている
11.服部 らは、コンクリー ト

構造物の品質評価を非破壊試験である超音波法と反接度

法で適切に行う方法について論じている
)。

本報は、上記の材料施工研究部会幹事の研究成果およ

び平成 14年度農業土木学会大会における材料施工研究

部会企画セツシヨンでの発表などの最近の研究成果を踏

まえ,農 業水利コンクリ
ー ト構造物の更新と維持管理に

おける論点の整理を試みたものである。

II.農 業水利 コンクリ
ー ト構造物 の劣化 の実態

高度経済成長時代に施工されたコンクリ
ー ト構造物

は,中 性化,塩 害,ア ルカリ骨材反応などによる早期劣
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げの三高ダム,マ ルチプルアーチ前面への貼 リコンク

リートなどによる補強の豊稔池,設 計洪水流量を増すた

めの既設洪水吐改修などの野洲川ダム,洪 水吐導流部コ

ンクリートの増厚などによる補修の鴨川ダムの事例が紹

介され,そ の機能回復においては,① 単に旧来の機能を

回復するだけでなく,将 来を見据えた新たな機能の付

与,② 貯水機能を維持しながらも短期間で工事が完了す

る工法の開発,が 重要と報告されている
働。

しかし,他 のコンクリート構造物の補修 ・補強につい

ては,そ の調査などの取組みが始まっているいものの,

これまで全国的な調査は行われていない。宮元は,水 田

濯概を主たる目的とする国営濯漑排水事業などの実施地

区数のうち,更 新整備地区の占める害J合は,昭 和 63年

度の34%か ら平成 13年度の71%と 大幅に増加してお

り,「更新 ・管理の時代」に間違いなくシフ トしてい

るい,と 述べている。では,更 新において全面改修では

なく,施 設の長寿命化のために補修 ・補強を採用してい

る事例は, どれほどあるだろうか。

渡嘉敷らは,(独 )農工研施設機能研究をが農水省農村

振興局施工企画調整室の協力を得て,現 在.円 営,公 団

営,道 府県営の事業を実施している事業1携)所を調査対

象として行った農業用コンクリー ト構造物に対する補

修 ・補強の事例調査の結果を報告している
神
。この報告

によれば,142カ 所の事業(務)所から回答があ り,補

修 ・補強工事の実施事例はそのうちの 38カ所 (構造物

単位では合計で 52事例)で あった。補修 ・補強された

構造物は水路とトンネルが半数以上を占め,工 事実施の

原因となった供用変状は,風 化 ・老朽化が最 も多 く

(54%),中 性化(11%),凍 害(8%),ア ルカリ骨材反応

(7.5%),塩 害(7%)の 順であった。なお,風 化 ・老朽

化による変状の内訳は,硬 化後ひび害」れ(33%),す り減

り(22%),剥 離(18%)の 順であった。

IV.“ 劣化
"に
よる更新事業

事例調査結果によれば,硬 化後ひび割れの原因は,風

化 ・老朽化が最も多くなっている=こ のように,コ ンク

リート構造物の変状の原因と判断され,放 置すれば変状

が進行すると考えられている風化 ・老朽化,す なわち
“
劣化
"は
,本 当に劣化であろうか。

1.劣 化は変状の一部

劣化は変状の上部であり,変 状は,初 期欠陥,損 傷,

劣化に分類される。このうち,時 間の経過に伴い変状が

進行するのが劣化である。たとえば,農 業水利コンク

リート構造物におけるひび害Jれ発生は,主 要な施設更新

理由である。しかし,ひ び割れも3つ に分類され,施 工

1082

時に発生した乾燥収縮ひび割れや温度応力ひび割れ (初

期欠陥),衝 突や地震により発生したひび割れ(損傷)1ま,

劣化が原因ではなく,そ の後のひび書Jれの急速な拡がり

や成長は考え難い。一方,中 性化の進行やアルカリ骨材

反応によるひび割れは,時 間の経過に伴って成長する。

2.変 状に対する更新手段 ・工法の選定

更新事業を実施する際,“構造物 を補修 ・補強する

カギ,あ るいは
“
改修するか

'の
判定は,少 なくとも変

状の発生原因を上記の 3分 類に明確に区分 し,そ の変

状の進行の有無や速さを検討した上でなされるべきであ

る。また,補 修 ・補強を選択 した場合は,変 状の発生メ

カニズニ、を踏まえた工法の選定が重要であるこたとえ

ばゃ温度応力によるひび割れ (通常,壁 スバンの中央付

近などに躯体を貫通して発生する。写真―■tま,漏 水を

止める線的な補修をすれば十分と考えらデ1こ と かと、

中性化に起因するひび害」れ(鉄筋が腐食し体積苦=し て、

そのかぶ り部分に顕在化する。写真-2),ア ルカij=ャ

反応によるひび害」れ (躯体内の反応生成物が膨張して毛

甲状に発生する。写真-3)は,表 面処理工法や断面修復

工などの面的な補修または補強,あ るいは全面的な改修

写真-3 ア ルカリ骨材反応により発生 した亀甲状のひび割れ

」our JSiDRE Dec 2002

写真-1 壁 スパン中央に発生した温度応力によるひび割れ

写真-2 中 性化に起因する鉄窃店食により発生したひび害」れ
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が必要である。

3.部 材の劣化と構造物の機能低下

構造物の部材が劣化していることと,構 造物の機能が

低下していることは異なる。たとえば,中 性化が進行

(部材が劣化)し ていても,所 定のかぶりが確保され中

性化残りが十分あれば1鉄 筋コンクリート構造物の構造

機能としての耐荷重性や安定性に4ま全く影響はない。さ

らに1無 筋コンク1サート構造物であれば,中 性化は本質

韓な問題で4まない.無 転ヨンクリート構造物の構造機能

iこ要求される主たる性能は,強 度と重量であるからであ

る=な お.半 性化の速度は 1/炉 (″:経過年数)に 比例

し.走 行速度tよ次第に遅くなる。部材の劣化が構造物の

機能低下に与える影響の有無を検討すべきである。

V.農 業水利 コンクリー ト構造物の劣化診断

農業水利コンクリート構造物における劣化診断は―①

コンクリートの老朽度,② 構造特性,① 水理特性の順で

検討すべきである。なぜなら,躯 体自体が使用「!能であ

れば,採 用する補修 ・補強工法によって,構 造特性と水

理特性を満たすようにすることは可能だからである
Ⅲ
3

では,農 業水利コンクリート構造物の特性を踏まえた劣

化診断は如何にあるべきであろうか。

1.劣 化診断手法

現在までの劣化診断手法の開発動向は,富 士交通省閲

連構造物を対象としたものとなっているi確 かに,道

路 ・鉄道トンネルにおけるコンクリー ト塊7)剰落は、こ

大な事故に繋がるおそれがある|し かし1用 排水路など

の農業水利構造物では第三者投害は考え難いi したがっ

て,農 業本利構造物分野では、国土交通省関連構造物の

ように剥離部分の探索に重点を置かざるを得ない診断手

法よりも,水 利構造物の機能に直結する,た とえば―漏

本|こ繋がる変状を探索する診断手法の開発に向かうべき

で圭る。また,地 球 10周分の距離に相当する用排水路

をも対象とする具業水利構造物分野では,粧 査と精査の
「ll遍!こおいて,低 コストな非破壊調査 ・試験法の確こが

不可欠である。森らが報告11)している音響弾性波法や赤

外線サーモグラフイ法による非破壊調査は慨査の一手法

として有望であるが,開 発途上である。精査について

は,超 音波法と反膝度法の非破壊試験法の開発が進めら

れている)。

2.磨 耗に対する評価法 ・更新法

補修 ・補強が行われた構造物に生じていた変状にすり

減りが多く,流 水 ・混入砂礫による摩耗が主要な劣化要

因の一つになっていることは,農 業水利コンクリー ト構

造物に特有な現象と考えられる。2001年版コンクリー

農土誌 フ0(12)

卜標準示方書 「維持管理編」では,流 水に起因する劣化

は取扱われていない。したがって,摩 耗に対する自前の

調査 ・評価法,更 新法の開発
蛇)が必要である。なお,他

の要因の劣化については,「維持管理編Jに 示された研

究成果を大いに活用すべきである。

VI.更 新事業の現状 と今後の維持管理のあり方

更新整備地区の占める割合が大幅に増加しているにも

かかわらず,補 修 ・補強事例がそれほど多くないのは何

故だろうか。補修 ・補強に密接に関わっている他の要因

を吟味してみる必要はないだろうか。

1.材 料工学画以外の更新理由

現在の更新事業は,昭 和 20年代後半から昭和 40年代

前半に築造された構造物の更新が多い。図-1は ,あ る

更新計画予定路線の水路からコア抜きした供試体の圧縮

試験結果である。本水路は約 30年 間供用された無筋コ

ンクリー トであるが,統 計理論的には現行設計基準を十

分に満足 していると判断される。このように,更 新事業

の対象となっている構造物に共通していることは,東 北

地方以北の凍結融解,干 拓地など海岸近傍に発生する

(若しくは海砂を用いた結果生じる)塩 害,香 川県や富

山県などにおける反応性骨材の使用によるアルカリ骨材

「4応などといった特定の劣化原因が存在しなければ,現

時点においても材料工学的には何ら問題のない密実なコ

ンタ1サー トである場合が多い4.S'ことである。それにも

かかわらず,補 修 ・補強よりも改修による更新事業が全

国的に展開され,実 施されようとしている現状は,材 料

工学面以外の要因によることが多いと考えられる。受益

地の増減 ・作付計画の変更や環境への配慮に対応した水

路断面の変更,受 益地の位置変更による路線の変更,用

水管理の合理化や水質保全のためのパイプライン化な

ど,経 済社会の変化がその主要な要因になっているもの

と思われる。

2.調 査 ・事業制度の展開と性能照査とのリンク

平成 11年度に持続的な食料供給体制の確立対策の一

環として,基 幹的水利施設の最適整備計画 (広域基盤整

コア圧縮強度 (N l m l■l )

図-1 更新予定水路からコア抜きした供試体の圧縮試験結果
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備計画)の 策定が打ち出され,た とえば,過 去に国営事

業で建設された全施設を対象に機能診断や残存耐用年数

の検討などを行い施設の整備年次計画を策走する調査が

進められている。また,耐 用年数が来る前に手入れをし

て施設の長寿命化を図る予防保全的な事業の展開も検討

されている。一方,渡 嘉敷らは,施 設更新に関わる評価

基準が不明確である現状に鑑み,そ の評価基準 として
“
性能
"を
,性 能に基づいた管理として

｀
性能管FFいと

いう新たな管理理念を提案している1♪cこ の提案の背景

には,コ ンクリー ト標準示方書 「施工編室の性能照査型

への移行が考えられる。構造物に性能照査がなされるの

であれば,こ れとリンクして管理 目標を明確にし,ま

た, 日標と現状との隔たりを定量的に評価できるため,

合理的な判断が可能となるとの考え方に基づ くものと思

われる。これら諸制度の展開,設 計と維持管理のリンク

など,今 後のさらなる議論が期待される。

VII。 お わ 'メに

更新手段や工法を選択する際には劣化を明確に区分す

る必要があること,農 業水利構造物の特性を踏まえた劣

化診断手法の確立が必要であることなどを論 じた=ま

た,補 修 ・補強に密接に関わっている材料工学面以外の

要因や,性 能照査とのリンクという新たな管理理念を紹

介した。

本報が,農 業農村の持続的な発展を支え多面的機能を

発揮してきた農業水利構造物の長寿命化や適期の更新に

向けた議論の契機となれば,望 外の喜びである。
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6)小 林一輔 :コンクリー トが危ない,岩 波新書 (1999)
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農土学会大会議演要旨12oo身
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長束 勇 ・直江次男 ・渡嘉敷勝
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1951年

1974年

1980年

1988年

1989年

2001年

lt'44年

19だ年

1,,お4二

l 坤] 年

略  歴

滋賀県に!とまれる

京者ヽ大学農学部=業  阜 林省人を

筑波大学大学院准宮 政 策千1!荷究科1多F

構造改善局設計課設計審査班長

農工研土木材料,土 木地質研究室長

(独)農業工学研究所施設機能研究室長

現在に至る

台湾に■まれる

′L州大学農学研究干||キ士課科農業五学専攻

事住取得退学 九 |!1大学農学部助手

を技火字l lJ教授

に■人キ農■部教技

現在にキる

青山 成 康

野中 資 博

1943年 神 奈川県に生まれる

1969年 京 都大学大学院1参士課程農業工学専攻1ケ了

京都大学農学部助手

1981年 東 京農工大学助教授

1998年 京 都大学大学院農学研究科教技

現在に至る

1950年 と 賀県に41まれる

197予午 京 おい大学大学院4ケ士課程農業 E学専攻修了

島根大手農学部助手

1985年 島 根大学助教授

1995年 島 根大学生物資源科学部教授

現在に至る

1945年 受 知県に化まれる

1971年 京 都大学農学研究科農業工学専攻修了

鳥取大学農学部助手

1990年 鳥 取大学助教授

1997年 鳥 取大学農学部教授

現在に至る

甲本 達 也
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